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第 35回在宅医療研究会

　協会地域医療部は２月 18 日、協会会議室で第 35 回在宅医療研究会を開催し、会員・

スタッフら 86 人が参加した。

　「在宅における褥瘡管理と血糖・栄養管理を考える」をテーマに、尼崎市の池田病

院長の池田弘毅先生が「高齢者糖尿病と在宅医療～地域連携による取り組みについ

て～」を、皮膚科美川医院の増田理恵先生が「在宅における褥瘡の予防と治療連携」を、

西武庫病院管理栄養士の駒田裕子氏が「病院から在宅へ切れ目のない栄養管理を目

指す～療養型病院での栄養士の関わり～」をそれぞれ報告し、はせがわ内科の長谷

川吉昭先生が司会を務めた。

　詳細は、兵庫保険医新聞および次号支部ニュースにて掲載する予定。

（左）司会の長谷川吉昭先生

（右）左から池田弘毅先生、増田理恵先生、駒田裕子氏

　協会尼崎支部が参加する「アスベスト被害からいのちと健康を守る尼崎の会」は

下記の通り第 12 回総会を開催します。ご参加お待ちしています。

褥瘡と栄養管理を学ぶ
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支部ニュースへの投稿を募集しています
日常診療にかかわることや、主張、趣味のお話などお寄せ下さい。

TEL 078-393-1805 ／ FAX 078-393-1802　e-mail　naga@doc-net.or.jp　担当 ； 長澤まで

第 518回幹事会だより
2 月 17 日（金） 於 武庫之荘「カサレッチョ」

○ 尼崎支部の会員数
　2/16 現在　医科 385 人、歯科 155 人
○ 医療をめぐる情勢と運動対策
　当面の支部企画、医療情勢などについて意見交換した。
○ 次回の幹事会
　3 月 17 日に開催。

　市は、在宅に帰るためのリハビリを行う回復期病床を増やし、地域の医療機関と

連携し、民間病院には地域医療構想をふまえて編成してもらえるよう意見していく

と回答した。また、尼崎総合医療センターにＥＲができたことで救急患者の流れが

変わったことにもふれ、民間病院との間で患者の流れに隔たりがあるのはよくない

とし、民間・公立病院との協議の場を予定していると述べた。社保協は、入院患者

の全体のバランスを把握し、その上で合理的な提案が必要と要望。市は今後調査し

て意見をまとめると述べた。

【高齢者施策・無料定額診療・肺炎球菌ワクチン接種などについて要望】

　高齢者医療費の一部負担金減免については、国民健康保険法 44 条などで減免制度

があるとしているが、実際の認定は難しいことや、市民に広報が行き届いてないこ

とについて再度申し入れた。また、無料定額診療を行っている医療機関でも除外薬

局の場合、薬は有料になることにふれ、公的な補助を求めた。肺炎球菌ワクチン接

種については、肺炎による死亡率が高く、医療費も高額になることから、接種年齢

となる市民への啓蒙と自己負担額の減額を求めた。

【新総合事業の生活支援サポーター要請状況や財源についても意見交換】

　新総合事業については、新たに設置される生活支援サポーターを年間 300 人要請

し全体で 900 人必要との考えを示した。財源は介護保険財政から拠出され、当面は

現在の介護予防の範囲内で推移すると予想されているが、新規希望者が認定審査や

新たに設置されるチェックリストで不利にならないよう求めた。

（2 面のつづき）

尼崎市との意見交換会を実施

　尼崎社会保障推進協議会（会長八木秀満支部長）では、県社保協の自治体キャラ

バンの一環として２月８日に尼崎市と意見交換会を実施し、尼崎社保協からは代表

13 人、市からは担当課長など 14 人が参加した。尼崎社保協から事前に 66 項目に

わたる社会保障施策の要請書と、9 項目にわたる４月から開始される介護予防・日

常生活支援総合事業の要望書を提出した。

　要望書への回答の中から、子育て支援や妊婦検診の充実、地域医療構想計画での

入院ベッドの削減・再編の考え方、一部負担金や健診活動など高齢者施策、肺炎球

菌ワクチン接種の年齢指定、生活保護受給者の資産調査、国の年金制度改悪への考

え方、新総合事業の生活支援サポーター要請状況と財源について意見交換した。内

容について一部紹介する。

【子育て支援への対応強化を】

　こども医療費については、平成 30 年から未就学児のみ制限を撤廃することが国で

決められ、それにより福祉医療費助成に対するペナルティ分も 2000 万円前後緩和

される見込みとのこと。中学校卒業までの医療費無料化も含めた子育て支援への対

応強化を求めた。

【入院ベッドの削減・再編で市民が不利にならないように】

　兵庫県地域医療構想では 2025 年までに阪神南圏域で、急性期・慢性期病床が減

床するものの回復期病床など全体としては 390 床増床とあり、役割の違う病床があ

る中で市民が不利益にならないよう求めた。　　　　　　　　　　　(3 面につづく）

2 時間にわたって懇談した


